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１．はじめに 

 

世界経済のボーダレス化の進展等に伴い国際海

上コンテナ貨物流動量は増加の一途を辿っている。

特に近年ではアジア地域発着を中心とする流動量の

増加は著しい。このような状況の中、コンテナ船の

大型化や船舶の運航形態、今後の港湾整備のあり方

等を考えていく上で TEU ベースでのコンテナ貨物

流動の動向把握が必要とされるが、全世界で統一さ

れた統計は著名な文献による１世界各国・港の港湾

コンテナ取扱量ぐらいしか見当たらず、その他様々

な機関で国・地域間の流動量が示されているものの

網羅的に整理されている資料は少ない。このため、

コンテナ船の寄港実績等を用いた推定２や、国連統

計局の手法を用いた推定３など、世界の国間・港間

コンテナ貨物流動量の推定方法に関する研究が行わ

れている。 

本研究では既存資料より把握できる国・地域間

国際海上コンテナ貨物流動量等のデータを整理し、

国連貿易統計により把握できる各国間の貿易金額等

を用いて、実入 TEU ベースによるアジア地域発着

を中心とした港間国際海上コンテナ OD貨物量の推

定を行った。また、既存の統計資料と比較すること

により、その特性と精度についても検証した。 
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２．既存資料に見るコンテナ貨物流動量 

 

（１）世界各地域間コンテナ OD貨物量 

世界各地域間のコンテナ OD貨物量が把握できる

資料としては、商船三井営業業務室が 1995 年以降

毎年発行している資料４が著名である。これは

『Piers/JoC や各同盟統計に加えて「Containerisation 

International」誌の記事、世界各地の港湾統計など

を参考にして推定』されたものであり、現在では世

界を 8地域に分け、地域間の OD貨物量を示してい

る。これによると、世界のコンテナ貨物流動量は

2002年で約 6,085万 TEUとなっている。 

表－１ 地域間コンテナ貨物流動量(2002 年)４ 

 

 

 

 

 

 
 

（２）アジア各国間コンテナ OD貨物量 

アジア域内各国間のコンテナ OD貨物量の統計資

料は少なく把握することは難しいが、㈱オーシャン

コ マ ー ス 社 の 資 料 ５ で は 、 IADA(Intra Asia 

Discussion Agreement)の資料としてアジア各国間コ

ンテナ OD貨物量を示している（中国は含まれてい

ない）。当該資料によると中国を除くアジア域内の

コンテナ貨物流動量は 2002年で約 491万 TEUとな

っている。しかし、当該資料の中でも他機関による

推定値との乖離が指摘されており６、また日本の港

湾統計から把握される日本⇔アジア諸国コンテナ貨

物量と比較しても大きな乖離が見られることから、

利用に当っては注意が必要である。 

単位:1,000TEU/年

from/to 東アジア インド亜大陸 中東 北米 中南米 欧州 アフリカ 大洋州 Total

東アジア 8,899 664 892 9,309 902 5,040 676 985 27,367

インド亜大陸 856 220 232 501 9 522 71 39 2,450

中東 378 150 55 144 5 299 53 26 1,110

北米 4,273 237 220 401 1,583 1,474 156 198 8,542

中南米 636 33 53 1,506 591 1,567 61 34 4,481

欧州 3,123 373 690 2,661 648 4,592 867 267 13,221

アフリカ 382 65 44 128 47 769 165 52 1,652

大洋州 1,117 54 38 180 28 340 46 228 2,031

Total 19,664 1,796 2,224 14,830 3,813 14,603 2,095 1,829 60,854
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表－２ アジア国間コンテナ貨物流動量(2002 年)５ 

 

 

 

 

 

 

（３）日本発着相手国別コンテナ OD貨物量 

a）全国輸出入コンテナ貨物流動調査 

国内都道府県発着や国内各港発着の対相手国別

コンテナ貨物流動量は、「全国輸出入コンテナ貨物

流動調査」７により把握することができる。当該調

査は概ね 5年毎に行われる 1ヶ月調査であり、近年

では平成５ (1993)年、平成 10(1998)年、平成

15(2003)年に行われている。 

b）港湾統計 

日本全国の港湾取扱貨物量を把握できる資料と

して「指定統計第 6 号 港湾統計（年報）」８があ

るが、平成 12(2000)年より港湾別輸出入別仕向仕出

国別実入空別コンテナ個数(TEU)が掲載されるよう

になった。このデータを集計することにより、日本

の対相手国別コンテナ貨物流動量を把握することが

できる。これによると、2000 年における日本発ア

ジア諸国着コンテナ貨物量(実入 TEU)は約 234 万

TEU、アジア諸国発日本着コンテナ貨物量(実入

TEU)は約 360万 TEUとなっている。 

表－３ 日本⇔アジア諸国コンテナ貨物流動量(2000年)８ 

 

 

 

 

 

（４）世界各港コンテナ貨物取扱量 

世界各港のコンテナ貨物取扱量は各港の統計書

や各種報告書で把握でき、また近年では各港のホー

ムページでもかなりの資料が公開されており、詳細

なデータを把握できる港もある。しかし、全世界で

統一的に整理している資料としては Containeriastion 

International Yearbook １が挙げられる。当該資料で

は各港の出入別実入空別コンテナ取扱量(TEU)まで

把握することができるが、トランシップ比率や相手

国別までは把握することは出来ない。 

（５）各国・地域間貿易金額 

このように、コンテナ貨物流動量のデータは

様々あるが、各国間の流動量が網羅的に整理されて

いる資料は殆どない。一方、各国・地域間の貿易量

のデータとして貿易金額ベースで整理することは可

能である。国連貿易統計９では国際連合加盟国を対

象に地域別及び主要国別(30 カ国)の貿易金額が輸出

入別に示されている。当該資料を集計・整理するこ

とにより、世界各国間の貿易金額を OD表形式でと

りまとめることが可能である。 

 

３．港間コンテナ OD 貨物量の推定 

前章で収集整理できたデータを基に、全国輸出

入コンテナ貨物流動調査の調査年次である 1998 年

を対象として、実入 TEU ベースによるアジア地域

発着を中心とした港間国際海上コンテナ OD貨物量

の推定方法を検討する。 

a）検討対象地域 

日本は各都道府県発着とし、東アジア各国は図

－ １に示す港湾を代表港とした。また、アジア域

外については図－ ２に示す 10地域に区分した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ １ 東アジア地域の代表港湾 

 

 

 

 

 

 

 

図－ ２ 地域区分 

これらの港湾・地域を対象に図－ ３に示すよう

なコンテナ貨物 OD表を作成した。

単位：TEU/年

from/to 日本 韓国 中国 台湾 香港 ﾍﾞﾄﾅﾑ ﾀｲ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾏﾚｰｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ Total

日本 57,000 156,000 241,000 37,000 178,000 90,000 113,000 91,000 83,000 3,100 1,049,100

韓国 103,000 59,000 200,000 40,000 47,000 51,000 60,000 50,000 76,000 4,600 690,600

中国

台湾 94,000 31,000 177,000 62,000 25,000 41,000 30,000 35,000 32,000 5,000 532,000

香港 233,000 79,000 29,000 16,000 33,000 29,000 30,000 19,000 31,000 4,900 503,900

ﾍﾞﾄﾅﾑ 67,000 20,000 28,000 8,200 6,000 9,400 7,500 4,500 6,400 1,100 158,100

ﾀｲ 255,000 53,000 37,000 103,000 35,000 9,000 27,000 38,000 6,500 1,200 564,700

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 76,000 43,000 32,000 66,000 17,000 45,000 10,000 24,000 70,000 5,400 388,400

ﾏﾚｰｼｱ 120,000 42,000 22,000 66,000 18,000 17,000 48,000 20,000 45,000 3,500 401,500

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 64,000 16,000 24,000 18,000 1,600 8,000 8,000 10,000 6,000 100 155,700

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 123,000 74,000 39,000 66,000 13,000 27,000 34,000 43,000 25,000 3,600 447,600

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 4,000 50 600 250 50 1,700 7,800 300 80 120 14,950

Total 1,139,000 415,050 426,600 945,450 239,650 387,700 327,200 330,800 306,580 356,020 32,500 4,906,550

韓国 中国 台湾 ホンコン ベトナム タイ シンガポール マレーシア フィリピン インドネシア カンボジア 合計

実入TEU 311 504 492 402 25 145 240 109 59 57 0 2,343 

空TEU 354 889 301 122 3 51 34 13 2 17 0 1,786 

計 664 1,393 793 524 28 196 274 121 61 74 0 4,130 

実入TEU 563 1,329 493 420 28 229 263 126 74 73 0 3,598 

空TEU 71 47 45 13 8 3 13 4 8 1 0 214 

計 634 1,375 538 433 37 232 276 130 82 75 0 3,812 

実入TEU 873 1,832 985 823 54 374 502 234 133 131 1 5,942 

空TEU 425 936 347 134 11 54 47 17 10 18 0 2,000 

計 1,298 2,769 1,331 957 65 428 550 251 143 149 1 7,942 

輸出

輸入

合計



 

 

 

 

 

 

 

図－ ３ コンテナ貨物 OD 表アウトプットイメージ 

 

（２）港間コンテナ OD貨物量の推定方法 

港間コンテナ OD貨物量の推定方法を図－４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 港間コンテナ貨物流動量の推定方法 

a）1TEU当り貿易金額の算定 

２．（１）世界各地域間コンテナ OD貨物量及び

２．（２）アジア各国間コンテナ OD貨物量を用い

て、国・地域間コンテナ貨物 OD 表(A)を作成する

（中国発着対アジア諸国コンテナ貨物流動量は、中

国発着実入コンテナ貨物量を相手国別貿易金額比率

により配分した）。また２．（５）各国・地域間貿

易金額より国間貿易金額 OD 表(B)を作成する。こ

こで整理された(B)を(A)で除すことにより、1TEU

当り貿易金額が算出される。(A)では東アジア地域

⇔アジア域外各地域間のコンテナ貨物流動量しか把

握できていないことから、東アジア各国⇔アジア域

外各地域間の 1TEU当り貿易金額は算出できない。

そこで東アジア地域⇔東アジア各国間 1TEU当り貿

易金額の比率を用い、コンテナ貨物総流動量が変化

しないような東アジア各国⇔アジア域外各地域間の

1TEU当り貿易金額を算出した。 

b）各国・地域間コンテナ OD貨物量の算定 

前項で求められた 1TEU当り貿易金額を用いて、

各国･地域間貿易金額を除すことによりアジア域内･

アジア各国⇔世界各地域間外貿コンテナ OD貨物量

を算定した。また、各地域内の国･地区別の取扱量

（例えば中南米地域の中米、南米西岸、南米東岸）

は、貿易金額の比率により按分することで求めた。 

c）日本発着コンテナ貨物流動量の算定 

日本の都道府県発着コンテナ貨物については、

全国輸出入コンテナ貨物流動調査の実績値を年間・

TEUベースの値に変換したものを用いた。 

d）港間コンテナ OD貨物量の算定 

２．（４）世界各港コンテナ貨物取扱量よりア

ジア各国の港別出入別実入コンテナ取扱量が把握で

きる。これから、各種報告書等より把握されたトラ

ンシップ貨物分を除いた取扱量を算出し、アジア各

国の港別取扱比率を得る。これを用いて各国・地域

間コンテナ OD貨物量を按分し港間コンテナ OD貨

物量を算出した。 

e）アジア域内各港間 OD 貨物量の補正 

アジア域内各港間 OD 貨物量については、２．

（２）アジア各国間コンテナ OD貨物量で把握した

資料の正確性に問題があると考えられることから、

図－ ５に示すとおり、前述までで算出された OD 貨

物量を初期 OD パターンとし、アジア各港の出入別

実入コンテナ取扱量（トランシップ除く）を用いて、

収束計算が速く汎用性が高いフレーター法により

OD 貨物量の修正を行った。 

 

 

 

 

 

 

図－ ５ アジア域内各港間 OD 貨物量の修正方法 

（３）推定結果 

表－４にアジア域内港間コンテナ貨物流動量の

推定結果を示す。アジア域内のコンテナ貨物総流動

量は約 947万 TEUと推定された。 

 

（４）推定結果の検証 
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アジア各国⇒北米間のコンテナ流動量が把握で

きる PIERS データ１０と、本研究の推定値との比較

を図－６に示す。中国の値は推定値が小さくなる傾

向にあるが、これは港湾別取扱量を集計しているた

め、対象港湾以外の貨物があるためであると考えら

れる。その他は、概ね一致している。 

b）韓国⇒各地域間 

Korea Maritime Instituteのホームページ１１では、

韓国海運関係の統計資料が幅広く公開されており、

その中で相手地域別のコンテナ取扱量のデータを閲

覧することができる。このデータと推定結果を比較

したものを図－ ７に示す（比較したデータは 2002

年のものであるため、年次は一致していない）。こ

れによると、概ね推定値と一致している。 

 

 

図－６ PIERS データ１０

と推定値との比較 

 

 

 

 

 

図－ ７ 韓国統

計値１１と推定値と

の比較 

 

４．おわりに 

本研究では、貿易統計よりコンテナ貨物流動量

を推定する１手法について検討を行い、ある程度の

精度で OD貨物量の推定ができた。しかし、アジア

域内の初期 OD貨物量が現実と乖離していると考え

られることや、貿易金額にはコンテナ以外の貨物や

航空貨物も含まれていること、1TEU 当り貿易金額

をアジア域内の比率に依っていること等、問題点も

多い。今後、各国の港湾統計資料等を用いて修正す

るなどして精度向上を図る必要があると考えている。 
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表－４ 推定結果（アジア域内） 

東アジア⇒北米（1998年）
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